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京浜大都市圏にbける一戸建・長屋建持家の敷地規模

と住宅取得パタ{ンの動向

良田島

要約

住居水準に関する諸指擦が全体として上昇傾向を示す中にあって，大都市圏における一戸建・長屋建

持家の敷地規模は，わずかな上昇を見せるか横這い傾向にあり，地域別に観察すると全体的に縮小傾向

を示している。都市の住宅地を形成する要素として重要な役割を果す一戸建・長屋建住宅の敷地規模の

動向は，今後の居住水準向上を規定するものとして，注意深い観察が必要であると考えられる。

本報告は，昭和48年，昭和53年の住宅統計調査による「敷地取得時期別，建築時期別の一戸建・長屋

建持家の住戸数と敷地面積」の未刊行資料(京浜大都市圏，距離帯別)を中心とする分析により，持家

取得のパタ{ンを

① 敷地先行取得型

② 分譲住宅購入型

③ 中古住宅購入型

の三者に分け，それぞれの住戸数，平均敷地規模の増減傾向の実態を，京浜都市圏の距離帯別に明らか

にしている。

分析結果としての知見は多岐にわたるが，とくに，平均敷地規模縮小の要因として，敷地先行取得型

の後退が作用していること，とくに京浜大都市圏外周部において，その傾向が著しいことが注目される。

また，各距離帯における縮小傾向にもかかわらず，住宅立地の遠隔化により，京浜大都市圏全体として

は，平均敷地規模がわずかに拡大傾向を示している。

1. はじめに……若干の予備的考察

大都市圏における高地価水準を背景として，住宅用敷

地の零細化が進み，将来の都市住宅と住環境の水準向上

に対する大きな阻害要因となることが心配されている。

本稿は，京浜大都市圏における一戸建・長屋建持家の

敷地規模の動向を，その住宅の取得パターンとの関連に

おいて分析し，敷地規模零細化のメカニズム，敷地取得

先行型持家取得の後退傾向などの実態を明らかにし，大

都市圏における一戸建持家の意義について，考察を加え

ようとするものである。

実証的な分析作業は，昭和48年，昭和53年の住宅統計

調査資料を対象としておこなわれるが，その前に，予備的

考察として，やや常識的な次元にわたるが，次のA~C

の各事項にづいて，若干の言及をしておくことにする。

A.根強い一戸建持家志向

戦後日本の住宅需要が，根強い一戸建持家志向を示し
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ていることは，広く認められているところであるo終戦

時以来，数多くの調査がおこなわれ，日本の庶民がどの

ような住宅を望んでいるかが探られてきたが，その調査

結果の大勢はつねに，①一戸建持家志向が強いこと，②

もっと広い家に住みたい，の二点を中心とするものであ

ったと言えよう。

ところで，この二点のうち②のスベースへの欲求は，

現実の我国の小規模な住宅を考えれば，無理もない欲求

として理解され易いのであるが，①の持家志向の理由に

ついては，必らずしも十分に説得力のある説明がなされ

ていない。

戦後のインフレ基調の経済下にあって，地価上昇や建

築費上昇が持家所有によるキャピタル・ゲインの有利さ

を継続さぜたこと，固定資産税をはじめとする持家所有

の経常的費用が小さかったこと，などの経済的有利性か

らの説明もあるし，借家法を背景とする家賃の硬直性や

庶民の住居費支払能力などの点で，良質な貸家経営が成

立せず，居住水準の向上を図るには持家を取得するしか
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ないという市場構造からの説明もある。また，住宅需要

の主体である庶民の多くが農村出身であり，農村型の価

値感を保持したまま都市に定着していったため，家は持

つべきものとL、う考え方に固執することになったとか，

住宅をステイタス・シンボル(というより，むしろ，生活

安定のシンボル〕として考えるようになったという，文

化的，社会的な説明もおこなわれている。また，このほ

か，戦後の経済民主化と人口の都市集中が，膨大な勤労

者世帯を生み出しその中には多少の貧富はあっても，

ほぼ均質で切れ目のない階層を生み出し，全体として同

ーの価値感をもって成長していったことも考えねばなら

ないであろう。この勤労者階層の中からは，少くともご

く最近までは，都市型の価値感としての借家志向は，ご

く例外的な形でしか現われてこなかったのである。

最近では，地価の高騰と高地価圏の遠隔化，建築費の

上昇などによって，この一戸建持家志向の住宅需要を十

分に満足さすことは，客観的にますます困難になってき

ている。このことは，事態が現状まで悪化するはるか以

前から，住宅問題や都市問題の専門家の間で問題視され

ており，この一戸建持家志向を，肯定的に評価しようと

する専門家は少なかったと言ってよいだろう。

たしかに，戦後の大都市への人口流入のはげしさ，地

価高騰，庶民の住宅取得力の停滞などを考えれば，専門

家ならずとも，大都市に居住する世帯の大部分が，一戸

建の持家を取得することは困難であると容易に理解され

えたであろう。最近では，昭和46年ごろから本格化した

住宅金融の普及，高度成長による所得水準の上昇などに

より，庶民の住宅資金調達力はかなり高まってきている

が，地価あるいは住宅価格の上昇は，これを更に上回っ

ており，一戸建持家の取得条件はますます悪化してい

る。我国の大都市圏における地価あるいは住宅価格の高

水準は，歴史的に比較しても，国際的に比較しても，異

例jともいうべきところにまで達しており，その価格は，

ある意味で，完全に経済的合理性を失なってしまってい

る。

庶民にとって，一戸建持家の取得はきわめて困難にな

っているから，その代替財としての分譲共同住宅の購入

が盛んになり，一戸建は相対的に後退し始めているので

あるが，それでもなお，庶民の住宅需要は一戸建を志向

しているのである。中高層の分譲共同住宅を売却して，

ミユ開発の一戸建分譲住宅を取得する人も少なくない

し，現在は中高層共同住宅に住んでトいても，いずれは一

戸建に住み替えたいと考えている人が非常に多いのであ

る。

ともかく，戦後日本の住宅需要が，根強い一戸建持家

志向を基調として定着し，それがほぼそのままの形で現

在まで継続していることは，我国の現在の住宅・土地市

場を強く規定していると考えねばならないであろう。

既に我国の持家率は，急激な人口集中が進行した大都

市圏においでさえ，歴史的，国際的に見て非常に高い水

準に達している。また，地価の高騰，都市圏の遠隔化も

とくに京浜大都市圏においては，ほとんど限界に近いと

ころにまで進行してしまっている。所得水準，生活水準

の上昇にもかかわらず，住宅の敷地規模の上昇は遅々た

るものであり，見方によっては，一戸建持家の敷地規模

は零細化の傾向を示している。とくに数年来，問題視さ

れているミニ開発建売分譲住宅は，本来の一戸建持家志

向が目指していたものとの食い違いを否定すべくもない

ものである。

頑迷とL、いうるほどの根強い一戸建持家志向は，やは

り，それだけの結果を生み出さずにはおかないのである。

問題は，現在進行している事態が，そのまま将来の都市

住宅の姿を決定していくことになるという点である。

B.敷地取得先行裂の持家取得

持家取得の方法を，その敷地取得〈借地権取得を含む)

の時期と建築時期の関係から分類すると，次の三つのパ

ターンを考えることができる。

① 敷地取得先行による持家建設

② 敷地取得と建築時期がほぼ一致する建売分譲住

宅購入

③ 敷地取得より建築時期が古い中古住宅取得

前項で述べた，根強い一戸建持家志向と，大きな居住

空間に対する欲求の二つを満足するための具体的方法

は，いうまでもなく上記のうち第一番目の敷地取得先行

型の持家建設である。つまり，予め敷地を取得しておき

そこに自分の好みの住宅を建て，更に増築・建て替えな

どにより，居住空間を拡大していくとL、う手順をとるこ

とである。もちろん，第二番目の建売分譲住宅購入や第

三番目の中古住宅取得によっても，一戸建持家の取得が

可能であるが，現実には，前者と後二者の間には平均値

としての規模水準に格段の差がみられ，その取得条件も

大きく異なっている。また，庶民の中にある一戸建持家

志向の具体的イメージは，少くとも一次的には第一の敷

地取得先行型を目指していると考えてよいであろう。

大都市商においては，最近こう L、った敷地取得先行型

の持家取得が次第に困難になってきており，これに代っ

て，第二の建売り分譲住宅購入や第三の中古住宅取得が

伸び始め，とくに，一戸建を断念して，中高層分譲マン

ションの購入で我慢する者が増加している O こういった

持家取得パターンの変化は，少くとも大都市圏において

は今後もさらに進行していくであろう。庶民の思い描く

典型的な持家取得は，相対的には次第に後退していかざ

るを得ないと考えられる。しかし，この敷地取得先行型

の持家建設は，戦後日本の住宅建設の主役のひとつであ

ったし，現在もその蓄積は大きく機能してL、る。また将
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来も，根強い一戸建持家志向に支えられて，相当の役割

を果たすことになるであろう。

ここでは，本稿における統計的分析の予備的考察とい

う目的の限りで，敷地取得先行型持家建設の意義と特質

を整理しておくことにする。

まず，このタイプの持家建設の特徴であるが，敷地が

先行的に取得され，相当の期聞を経てから住宅建設がお

こなわれる。この期間は 1~2年のものから10年以上に

わたるものまで多様であるが，これは決して住宅の企画

設計のためだけの時間ではなし、。この時差が次のような

いくつかの複合的機能を果していることが，このタイプ

の持家取得の大きな特徴である。

①土地取得費が蓄積された段階で土地だけを取得

し，建築費は別途，時間をかけて蓄積したり，調達

したりする。

② 地価の上昇過程の中で，少しでも地価の安いうち

に土地だけは取得しておく。

③ 郊外の辺ぴな土地を取得しても，時間の経過とと

もに，市街化が進行し，住宅を建設する時には，か

なり便利になっている。

④結果として，所得水準が低く，資金調達力のない

庶民にとって，相対的には大きな敷地を取得させる

結果となった。

以上の四点は，ともかくも一応は好ましいと考えられ

る側面であるが，逆にこの方式の難点として，次の三点

を挙げておく必要があるだろう。

① 必らずしも住宅建設を必要としない人々による土

地購入を併発し，この仮需要が地価上昇を押し上げ

るカのひとつとなったこと。大きな土地を買って，

その一部を売却して家を建てるというケースも少な

くなかった。

② 郊外の農地や山林が，本格的な宅地造成をおこな

わないまま，無秩序に切り売りされることになり，

結果としてスプロール的な市街化が進んだこと。

③ スプロール的な市街化の過程で，先行的な定住者

の生活の不便は，決して小さくなかったこと。

以上のような功罪相半ばする持家取得方式は，これに

定住後の増改築が続くことによって，戦後日本の住居水

準向上〈住宅規模拡大〉の中心的な推進力となったので

ある。つまり，戦後日本の庶民にとっては，先づ不便で

も地価の安い郊外に土地を取得し，しばらくしてから，

小規模な住宅を建て，更に子供の成長などに応じて増築

や建て替えをおこなって，できるだけーケ所に住み続け

るという経過をとることが，一番，経済的であり，現実

的な対応であったと言えよう。

戦後の復興期から，高度成長期の大半を通じて，以上

のような敷地取得先行型の持家取得が進んだことの背景

としては，次のような点を考えておく必要があろう。

①前項で述べたとおり，良質な貸家の供給がないこ

ともあって，持家取得が居住水準向上の代表的な手

段となり，強い持家志向が育ったこと。

② インフレ基調の成長経済下にあって，所得水準の

低い庶民には，支出が土地取得，住宅建設，増築な

どに分散されることのメリットが大きかったこと。

③ 都市圏の拡大が進行する中で，郊外の不便な土地

が急速に市街化していったこと。

④ 住宅産業が未発達で，庶民はいわば自前の宅地・

住宅取得をせさ'るをえなかったこと。

⑤ 住宅金融が未発達で，庶民の資金調達力は低く押

えられ，自己資金中心の資金調達は景気変動と無関

係に安定的に成長したこと。

しかるに，高度成長期の後半から，こう L、った住宅取

得環境は急速に変化を見せ，結果として，敷地取得先行

型の成立基盤を徐々につき崩していくことになるのであ

る。こういった最近の変化の要点は，次の 5点としてま

とめることができょう。

① 住宅金融の発達と所得水準の向上により，庶民の

資金調達力が増加したが，これが逆に地価を上昇さ

せ，その調達力向上のかなりの部分を吸収してしま

うことになる。

② 地価上昇が大都市圏全体に拡大し，郊外へ行って

も安価な土地がなくなったこと。

③ 住宅産業が発達し，土地市場の主役が庶民から，

これらの企業に移ったこと。

④ 住宅ローンによる住宅購入は，企業的な住宅供給

と結びつき，土地建物同時取得の分譲住宅購入が増

加し始めたこと。

⑤ 土地建物の同時取得が，その一時的費用負担の過

重等のため，結果として，敷地規模の縮小を誘発す

るー要因になったこと。

要するに，敷地取得先行型の持家取得が相対的に後退

し，敷地規模が縮小傾向を示していることの背後には，

単に地価の上昇だけでない，多様な条件の変化が進行し

ているということである。

C.その他の要因について

予備的考察としては，前記のA，B 2項だけでなく，

更に，地価上昇の実態，住宅価格の動向などのほか，

ニ開発建売分譲住宅の動向，これを規制する各自治体の

指導要綱の急速な普及とその効果，建築基準法等による

建築形態規制(とくに容積制限)，住宅の住み替えの実態，

人口移動の動向，増改築の動向，中古住宅市場の動向，

土地税制jの動向など，広範な事象について，個々に検討

すると同時に，全体的な総合的把握をすることが必要で

あろう。しかし，ここではこれら数多くの要因の存在を

列記するまでにとどめ，予備的考察を終ることにする。
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2. 敷地取得時期別・建築時期別の敷地規模

・・・・・・分析方法の骨子と要注意点

本稿の中心部分は，昭和48年および昭和53年の住宅統

計調査による，一戸建・長屋建持家の敷地関係資料の観

察的な分析であるが，とくに敷地取得時期別・建築時期

別の敷地規模の把え方については，若干のコメントと要

注意点の指摘が必要であると考えられるので，全国の一

戸建・長屋建持家を例にとり，予め簡単な解説を加えて

おく。

表 1および表2は，昭和53年住宅統計調査報告書から

の抜粋であり，全国の一戸建・長屋建持家(借地上の持

家も含む)18，585千戸の敷地の取得時期別，建築時期別

の戸数〔表1)と敷地面積合計を示してし、る。

表 3の平均敷地規模は，表1および表2の対応する欄

の敷地面積合計を戸数で除算したものであり，一戸当り

敷地面積の平均値を示している。表3中の③，@， 0)の

記号は説明の便宜上，記入したものであり，とくに深い

意味はない。また，表 1~表 3 の各欄は，太い実線でグ

ルーピングされているが，これは表中の敷地規模平均値

の変動傾向を観察するために，一応の分類を試みたもの

であり，確定的な分類ではない。

表 3の表側，表頭の時期分類は完全に対応しているの

で，左上から右下に至る対角線上の欄は，敷地取得時期

と建築時期が同じ時期分類に属するものであり，とくに

右下の 6x 6 =36欄は年次別分類となっているので，図

中の記号②の欄から右下へ至る対角線6欄は， それぞ

れ，昭和48年以降の各年において，敷地の取得と建築時

期が同一年次内に入っているものの敷地規模平均値を示

しており，その中味の多くは，建売分譲住宅であると考

えられる。

これに対し，表3中の@欄を頂点とする三角形の中に

含まれる住宅，とくに@欄を頂点とする小さい三角形内

のものは，敷地取得時期が古いことになるので，その多

くは，中古住宅購入によって取得された持家であろうと

考えられる。また，@欄の下方のグループも同様に中古

住宅を購入したと考えられ，更に⑦欄を頂点とする直角

三角形に属するものも，その内容にかなりの差があると

考えられるが，いずれも，建築時期より敷地の取得時期

が遅れているもののグループである。

次に対角線の右上の各欄であるが，これは建築時期が

敷地取得時期より遅れているグループであり，これらに

は，既に予備的考察の段階で言及した，敷地先行取得型

の持家取得が対応していると考えられる。この表は全国

表 1 全国の l戸建・長屋建持家の敷地取得時期別・建築時期別，住戸数(千戸〉

住 宅の建築の時期
附和53年住宅統 | 

計調査より抜粋 数 也!終戦-1昭26~|昭3ト昭46・ 昭臼

総 終~戦MU1( 昭251l 昭351 utl45 問47 昭48 昭49 昭日昭51 昭52 1 1-9月

(総数 1山 3.7911 1川 2.286I 4.附1 .7931 974 I 849 1 805 1 822 I 752 1 479 

i 終 戦 前 5.738 捌 31 282 叫附凶 17611351131112011081 76 

敷 終戦~昭25 1.4571 236 ! 518 i |1961253180140130130129126118 

昭26昭35 2.3951 2631 911 1.206! 4721 1081 55! 45! 45 I 44 I 39 I 27 
地 ~ ll

間36昭45 1 4.2221 2261 761 180! 2.8351 3931 1361 109 I 881 771 60 1 42 
の

取 昭4・6昭47 Il 1.395 1 67 ij231| 471135172311581961581421291 17 

昭必 6631 33[ 111 231 531 341 3291 841 411 271 191 10 
得

時 l BE49 I 5741 251 91 201 461 181 3328672  i 3! ，-__21 L_l~ 
昭5015881 271 91 201 511211121331286184131115 

期
昭511 6071 241 91 211 531 241 111 131 373247t  1 20 

昭5215801 251 91 211561 271 141 111 101 3331657  

-LE3 11 fjf 竺 61 171 40 I 20 I 11 I 8 I 7 I9  I 32 1 187 
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表 2全国の 1戸建・長屋建持家の敷地取得時期別・建築時期別，敷地面積(千g{)

住 宅 の
昭和53年住宅統

計調査より抜粋 総数 終戦前
終戦~
昭25 昭35 附45

総 数 5，551.320 1.458，800 302，304 641，139 1.391，155 

終戦前 2，526，222 1214，762 113，9081 229，231 453五47

終戦 409，801 58，413 135，838 56，437 76，885 
敷 ~昭25

昭26 586，052 62，245 18，964 282219 122，360 
地 ~昭35

昭:36 1，010，042 60，369 16，454 38.413 658，759 
の ~昭45

昭46 323，778 18，385 5，261 9，871 26，444 
取 -昭47

昭48
4尋

150.462 8，733 2，552 4，757 9，647 

昭49
時

127，188 6，972 2，117 4，092 且316

昭50
期

124，691 7，535 2，090 4，239 8，972 

昭51 119，006 6.1641 1.953 3，994 9，106 

昭52 108.339 ι239 1.766 4，150 旦309

昭53 61279 4，597 1.188 3，105 6，761 1-9月

の持家を対象としているので，対角線右上の欄でも，敷

地の取得が終戦前となっているもの(②欄から右方の各

欄〕の中には，農村部における持家(農家等〉が相当に

含まれており，その全てを都市部の一戸建持家と考えて

はならない。

全体として，表中の平均敷地規模は非常に規則的な変

動を示しており，とくに左上から右下に至る対角線をは

さんで大なき格差を示しているのが，大きな特徴であ

る。

表3から読みとれる傾向を整理すると，次のとおりで

ある。

① 敷地先行取得裂は，概して敷地規模が大きく，全

体として，敷地取得時期が古いほど大きくなる傾向

がある。

② 右下の 6x 6行の欄の中でも，⑦を頂点とする三

角形は，⑦を含む対角線や， 12}を含む三角形よりは

るかに大きく，ほぼ250 g{~280g{の関に分布する。

③ このグループの中で. 53年 1~9 月建築のものと

昭和50年以降の敷地取得のものは，相対的に小さく，

低成長時代に入ってからの持家取得条件の厳しさを

反映していると考えられる。

④ ⑦を含む対角線上の 6欄は，②のグループと②あ

建 築 の 時 期

附46・ 昭53

昭47 昭48 昭49 昭50 昭51 昭52 1ι9月

500，843 272261 238，538 219，369 210.445 189，743 125，594 

162，609 84，373 66，322 6l，317 53，893 49，373 36，366 

25.495 13，147 10，354 9，713 9251 8.436 5，752 

28.148 14，621 12，426 12234 12，012 10，459 7，257 

102.674 35，089 28，854 23，133 19，938 15，671 10，569 

157，642 42，063 25.381 15.331 11，121 7，989 4223 

5，888 69，354 23，249 11.400 7，280 5，079 2，504 

3，279 5，482 I 60，735 19，393 8.454 5A88 2，835 

3.477 2，041 5，395 I 58，134 21212 7.854 3，723 

3，775 2，072 2，364 5，686 I 60，883 17.867 5，129 

4，310 2227 1.991 1.751 4，942 57，238 14.385 

3，144 1.603 1.326 1.192m立山 32，771 

るいは@のグノレ{プの中間の水準で， ほぼ 175g{~

21Og{の間に分布するが， この中には，同一年内に

敷地を先行取得するものも含まれているはずであ

り，分譲住宅に限定すれば，その水準はもっと下が

ると考えられる。

⑤ 対角線上の 6欄のひとつだけ下側の@の各欄は，

建築時期が敷地取得時期より一年だけ先行している

ものであり，この中には若干の中古住宅も含まれて

いると考えられるが，その多くは，対角線上の各欄

と河じく，建売分譲住宅であろうと考えられる。建

売分譲住宅の敷地規模平均値は，⑦の各禰より小さ

く.@の水準に近いところにあるのではなし、かと考

えられる。

⑥ ⑦の6欄と③の5欄は，いずれも右下に行くほど小

規模化する傾向が顕著であり，②繍については.210

g{台から 35g{以上の落ち込みを示し，③欄も165g{

台から30g{以上の落ち込みを示している。

⑦ この対角線上の数値の落ち込みの主な理由は，統

計値の特性によるものである。つまり，小規模な建

売住宅は，すぐに転売される傾向があるので，古い

グループほど，小規模なものが脱落し，結果として

規模が大きくなるという効果が働くのである。
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表 3 全国の 1戸建・長屋建持家の敷地取得時期別・建築時期別，平均敷地規模 (11の

住 二F口~ の 建 築 の 時 期
昭和53年住宅統

計調査より算出 総数 終戦前
終戦~ 昭26- 昭36- 昭46・ 昭53

昭25 昭35 昭45 昭'47 昭48 沼49 昭50 昭51 昭52 1-9月

京会 数 @29a7 @384.8 289.9 280.5 279.0 。279.4@ 279.4 280.9 272.4 256.2 252.2 262.1 

終 戦 前 臼9
440

.
3

(チ}

4273 403.8 429.4 458.8 
件)

473.1 
け)

479.9 492.0 467.0 449.1 458.4 480.4 

終戦~
281.3 

①
247.1 262.4 288.4 303.8 

@ 
3191 

{ム}

332.。 342.8 321.6 314.7 319.2 319.5 ~昭25
敷

昭26 @ 
248.4 

@ 
261.6 

件1
2663 

地 ~昭35 244.7 208.6 234.1 259.1 276.8 269.5 27D.5 267.5 267.8 
昭36

@267.1 
の @ 

の ~昭45 239.2 217.9 213.1 232.4 261.1 257.8 265.9 262.9 25旦3 259.9 253.4 
昭46 匂32.1

;ォ

276.5 
円J

2307 
〔カ

208.2 
@ 
1959 

伊)

21ao 
@ 

266.1 
取 昭47 264.7 265.2 266.1 273.6 251.4 

昭48 CD
227.1 

②
263.0 ¥.':)223.9 

①
204.2 

{ツ}

lB 3.0 
⑦

175.8 
げ}

2111 件ー
} 

2 7 7. 1 278.7 274.7 271.6 258.2 
得

{コ)

165.sl 212.4 昭49 221.6 275.6 232.6 209.8 181.2 178.2 271.2 258.5 262.6 246.5 
時

③ 
170.1 

昭50 212.1 280.1 229.6 208.8 175.2 169.6 165.5 203.3 253.7 255.目。 253.3 
期

昭51 196.0 253.7 217.0 194.8 170.5 157.9 181.7 187.6 154.5 187.9 250.9 256.4 

昭52 186目8 248.6 205.3 197.6 166.5 157.3 162.5 177.8 173.3 148.4 181.0 251.9 

問53
1-9月 173.3 252.6 盟主い盟主 168.21 155.61 152.71 159.7 170.21 159.9 133.4 175.6 

③ ちなみに 5年前の昭和48年住宅統計調査によれ

ば，⑦欄に相対する昭和48.1~9月の規模は， 179.7 

d，その一年前の昭和47年の規模は184.9dであり，
5年間の間に， 約 30dの上昇を示していることに

なる。また，③欄に相当する規模も 142.3dで5年

間に20d以上の増加を示している。したがって，こ

の対角線上の数値が右下にいくほど落ち込むことの

効果の大部分は，統計値の特性によると言ってよい。

⑨ @を頂点とする三角形内のグループは，建築時期

と敷地取得時期の聞に少なくとも一年の期間を経て

いるので，その大部分は中古住宅取得によるもので

あると考えられる。その敷地規模はかなり小さく，

対角線上の②のク事ループと，そのひとつ下の③のグ

ループの中間の水準を示している。

⑮ 中古住宅取得による持家の敷地親模は，②， (8， 

⑦，②の各グループなどにも見るとおり，建築時期

が古くなるほど大きくなる傾向を示すが，全体とし

てその水準が低く，その理由は，中古市場による購

入者の資金調達力(自己資金の低さと借入金調達の

難しさ〉の低さ，中古市場の立地が新築市場より既

成市街地内にあり地価が相対的に高いこと，規模の

大きい持家は手放されにくく，仮りに手放される場

合でも分割して売却されることなどによると考えら

れる。

⑪ @欄から， 8欄を経て①欄を含むグループに至る

縦の系列は，建築時期に関係なく，敷地の取得時期

別に，敷地規模の水準を比較した形になっている。

全体として，敷地取得時期が新らしいほど規模が小

さしとくにこの傾向は，@欄の終戦前取得の規模

が大きく G欄以降の最近のものが小さいことにあら

われている。このうち，(8欄の縮小傾向の解釈につ

いては，若干の注意をしておく必要がある。

⑫ @欄は，昭和53年時点における住宅統計調査の敷

地取得時期別の敷地規模が最近のものほど非常に小

さくなっているが，このことは，各年において取得

されている敷地が，このように急速に零細化を示し

ているわけではないのである。別な言い方をすれ

ば，昭和52年あるいは昭和53年に取得された敷地で

も，まだ住宅が建てられず，空地のままになってい

るものに規模の大きいものが相当あると考えられる

ことである。

⑬ ちなみに昭和48年住宅統計調査でもほぼ同様の傾

向が観察され，

昭和43年取得 207.1d 
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"44" 207.6nl 

"45" 204. 3nl 

"46" 197.9nl 

"47" 185.6nl 

" 48年1~9月 170.5nl

となって，新しいものの敷地規模がとくに小さくな

ってし、る。昭和48年住調による昭和48年 1~9 月取

得の敷地規模は 170.5nlであるが， 53年住調による

同じ昭和48年取得の敷地規模は 227.1nlへと50nl以

上の上昇を示しているのである。

⑭ 住宅統計調査のような調査・集計方法で敷地規模

の推移を観察する場合，以上のような①欄あるいは

⑦欄のような統計値の特性についての配慮が不可欠

である。

⑮ ⑦，⑦， @，あるいは，②，②，@あるいは，@，

の，ゆなど，敷地取得時期の古いものの中には，建

て替え，増築等により建築時期が新らしくなったも

のが含まれており，その比率は，敷地取得時期が古

くなるほど大きくなると考えられる。全体に同じ敷

地取得時期の中では，建築時期が新らしいほど敷地

規模が大きくなる傾向が認められ，敷地規模に余裕

のある者の増改築が盛んであることをうかがわせて

いる。また，このグループの場合も，三ろから⑦に至

る対角線の下側では敷地規模が小さく，中古市場の

特性がはっきりと現われている。

3. 一戸建・長屋建住宅の敷地規模の動向

…・全国および京浜大都市圏の概要

ここでは，一戸建・長屋建住宅の敷地規模の大勢を把

握するために，住宅統計調査各時点における既存住宅の

敷地規模の比較をおこなってみる。この場合には，前項

の分析方法による場合と異なり，敷地規模はそれほど縮

小傾向を見せず，住宅の種類や地域により，横這いであ

ったり，僅かながら，拡大傾向を示したりするのである。

表4は，全国の一戸建・長屋建住宅の敷地規模平均値

の推移を，建て方別，所有関係別に比較したものである。

全体としては，昭和48年の243nlから昭和53年の254nlへ

と5年間でl1nlの拡大を示しているが，一戸建小計や長

S48 

S53 

屋建小計では，それぞれ， 5 nlの増加と 2nlの減少とな

っている。戸数の構成が変化し規模の大きい一戸建が増

加しているために，総数としての伸びが大きくなってい

るのである。また，これを所有関係別にみると一戸建持

家は302から306へと 4nl増加し，一戸建給与住宅も190

から 195へと 5nl増加しているのに対し，民営借家は

109から111へとわずか 2nlの増加にとどまっている。

次に，表5により，全国の一戸建・長屋建持家に限り，

その敷地の所有関係別に観察してみると，持家全体とし

ては，昭和43年の290nlから 5年毎に 293nl，299m2と

拡大傾向を示しているが，所有地上の持家だけで、は，

327， 317， 317と縮小~横這い傾向を見せ，借地のみが

明瞭な拡大傾向を示している。この場合の持家全体の拡

大は，借地上の持家の敷地拡大によるというより，平均

表 5全国の一戸建・長屋建持家の敷地規模の推移

l持家;:l問国lF-
LJijJ「一向ームT- 一2J~
Hl三日l 別子山~
ml判 3171刊 2則一 m

-」34竺13~ I jj'lj fft i1l! 

S 38 232 277 

238 269 143 

253 275 154 

259 276 166 

102 
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規模の大きい所有地上の持家の戸数増によってもたらさ

れたものであると言える。

これを専用住宅だけに限定してみると，持家全体とし

ては， 270， 290， 299と拡大傾向を示し，所有地，借地

別に見ても同様の拡大傾向を示しているが，所有地上の

持家の戸数拡大が，持家全体の上昇を支えていることは，

前記とほぼ同様である。

次に，全国市部について敷地規模の推移を見ると，昭

和38年から四時点の数値が得られ，持家全体としては，

232，238， 253， 259と拡大傾向を示しているが，これを敷

地所有関係別にみると，所有地の方はほぼ横這い傾向で

あるのに対し，借地の方が拡大傾向を示している。持家

の主流を占める所有地の規模が拡大しないのに持家全体

の規模が拡大しているのは，前記同様，所有地上の持家

の戸数拡大が働いているためである。

次に，京浜大都市圏とその距離帯各圏域について，同

様の観察をおこなうと，表6にみるとおり，大都市圏全

体としては，一戸建・長屋建住宅の敷地規模は 203nfか

ら206nfへと拡大傾向を示しているが，各距離帯別では，

横這いないし，縮小傾向を示している。とくに外側の30

~40km圏あるいは40~50km圏における縮小傾向は顕著で

あり，それぞれ， 6 nf， 14nfの縮小となっている。各圏

域としては，縮小ないし，横這いでも，都市圏全体とし

ては拡大していることの理由は，住宅立地が郊外へと移

動していることが主因であり，各地域の平均規模は縮小

しながらも，郊外転出によって個人として，あるいは平

均値としての敷地規模の拡大を達成しているということ

ができる。なお，京浜大都市圏全体は，回km圏の外側に

も広がっているほか，調査時点により，大都市圏域の変

動があるので，外延部市町村の編入による拡大効果があ

ることも忘れてはならない。

建て方別にみると，一戸建小計，長屋建小計ともに 1

i 総数 1 よ戸言問|主義[白埼雪空間l 持家|鎮静I~II 盤

京浜大都市圏

昭 48

昭 53

(平均敷地規模?の

49 

36 

京浜大都市圏

昭 48

昭 53

同o~10km圏
昭 48

昭 53

同1O~20km圏

昭 48

昭 53

岡20~30km圏

昭 48

昭 53

向30~40km圏

昭 48

日百 53 

同40~50km圏

昭 48

昭 53
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TTfの縮小を示し，全国平均に比して，京浜大都市圏にお

ける宅地入手事情の悪さを反映している。また，所有関

係別の敷地規模の推移は，以上の観察からほぼ予想され

るとおりであり，表6についてのこれ以上の解説は省略

することにする。

4. 敷地規模男IJ住戸数分布とその増減

……京浜大都市圏とその距離帯別の動向

一戸建・長屋建持家の敷地規模は，その取得方式の差

によって大きな格差を示すので，平均値だけの動向を観

察しただけでは，その不均一な敷地規模変動の内容をと

らえることができない。表7は，住宅統計調査による敷

地規模別の一戸建・長屋建持家の分布が，昭和48年から

昭和53年にかけてどのように変化したかを，京浜大都市

圏とその距離帯各圏域について算出したものであり，表

8では同様にしてその増減数を算出している。

表7によれば，京浜大都市顔全体においては，50TTfに

満たないものが約10%を占め， 100TTf未満では， 40%前
後にも達していて，零細な敷地の多さを示している。

距離帯別では，都心に近いほど零細敷地の比率が高く

なり ， 0~10km 圏では， 50TTf未満のものが昭和48年の

22.5%から昭和53年の26.7%と急増している上，各距離

帯において，この最小規模の敷地が増加しているのが注

目される。これを100TTf未満でみると， 10伽圏では， 60 

%以上に達し， 1O~20km留でも 50%を越している。各距

離帯とも100TTf未満の比率は，50~74TTfの減少もあって，

ほぼ安定した水準を示して大きな増減はないが， 100 TTf 
以上については，各距離帯とも，相対的に小規模なとこ

ろで増加傾向を示し，相対的に大規模なところで減少傾

向を示している。

表 81'1，敷地規模別の増減数を，距離帯別に分解した

ものであり，どの圏域で，どういう規模の敷地が増加し

または減少しているかを調べたものである。全体として

非常に顕著な傾向を示しており，敷地規模増減のー側面

を理解することができる。

表8について注意を要するのは，この表における増減

数は，増加と減少が相殺し合ったネットの増減数であり，

この増加数がそのまま新規敷地の取得に一致するわけで

はないことである。また，昭和48年と53年を比較する場

合，外周部の40km圏， 50初圏などでは，大都市圏の市町

村の離脱，編入の影響が無視できないということも注意

する必要がある。 48年から53年にかけては千葉県市原市

の編入がとくに大きな影響を与えているはずである。

さて，表8の内容であるが，おおむね次のような事項

を読みとることができるであろう。

① 敷地規模別の増減では，49TTf未満と，100 TTf~199 

dとにニつの山があり，これに次いで200TTf台， 300 
d台の増加が続いている。

② 50~74TTfに限り，急激な減少傾向を示しており，

表 7 京浜大都市圏における戸建・長屋建持家の敷地規模別分布の推移……距離帯別

40~50km 

戸 数計 (千 戸〉

--，.. 49TTf 1 9.2110.9122.~L262J~.~ 115.41 6.918.41 5.71 ~1.1~.41 5.1 
50~ 74TTf 117.2112.9124.7119.4121. 3117.6117.2113.7114.61~ 川 1 7.6 

敷 75~ 99TTf 116.4115.4117.7117.1 119.0 118.9118.6117.8115.71ω111.7110.7 
地

100~ 149TTf 115.5117.51 14.7115.2116.7117.6117.1 120.0 116.2119.5113.6115.9 
規

150~ 199TTf |ω115. 4 1 8. 9 1 9. 0 112.4 1ω115. 0 116. 2116.3 118. 4118. 1 119.-7 
模

11171120|58|61I93|87112211141ω¥ 14.6Jω¥ 15.9 200~ 299TTf 
，'i]IJ 

百
300~ 499TTf ¥ 8.71 8.7 ¥ 4.1 1 4.21 6.2 ¥ 6.0 ¥ 7.9 ¥ 7.31 9.51 8.6113山竺

分
500~ 699TTf 1 2. 7 1 2. 7 1 O. 9 1 O. 9 1 1. 6 1 1. 6 1 2. 1 1 2. 0 1 2. 9 1 2. 6 1 4 

比
700~ 999TTf 125|24105l04110111117I16I31125|52146 

1000~ 1499TTf I12112102101105IMl08i08|13113127|22 

1500TTf~ ， O. 7' O. 8' O. l' O. 1 1 O. 3 1 O. 3 1 O. 5' O. 6 1 O. 8 I O. 5 I 1. 6 I 1. 4 



34 総合都市研究第四号

表 8 京浜大都市閣における 1戸建・長屋建持家の敷地規模別戸数とその増減数・…・・距離帯別

|戸 数(千戸)I戸ゑ望、! 戸数増距離帯別内訳昭和48年~昭和53年
敷地規模 しム-L.C.三i

型倒閣内門需品 1O~叫…伽120~30伽 130~4叫0-50判蜘~
総数¥4184. 4 ¥ 4779.7i 問 31 - 19. 2 ¥ 51. 8 I 1叫 176.41 四 01 139.9 

-←ごム日云よ訓示一6¥ ~\ 14.9¥ s j  ¥ 22ι? I ~ I 10.2¥ 17.7 

50~ 74rrf 718.1 I云云千両日-2851-307i-川-22. 0 ¥ - 5. 7 ¥-29.0 

7ト 99rrf ¥ 倒 1¥ 734. 3 ¥ 50. 2 ¥ - 6. 4 ¥ 9. 3 ¥ 15. 4 i 160¥80¥ 

100~ 附|側 3\ 834.91 186.6卜 0.21 19. 0 ¥ 48. 5 1 62:.9 1 斗~ ¥ ~ι2 
1印~削|回9.2¥ 市 01i36.8卜1 .3 ¥ 1. 8 1 30. 1 1 50. 01 34.31 則

子 299rrf 河川口互し当 04 1 - 2. 2 I 7. 7 I 31. 6| 一亙f 竺
Oト 499rrf 362. 2 i 414. 5 1 ~ 1 - O. 3 1 1. 03.91  76 ¥ 11. 0 I 28. 5 

O~印9rrf I 113. 5 ¥ 127. 0 I 13. 5 I - O. 2 ¥ー 5.6 I 1. 6 I 2. 2 1 4. 8 1 

叩O~ 泊9rrf 1回 81 115.6¥ 11.81 - 0.5¥ 0.81 1. 51 0.1 I 2.4¥ 

1000~1必9rrf ω7 I 57. 0 I 8. 1 I - O. 2 I O. 4 ¥ 1. 1 I 1. 9 I O. 3 I 

1500rrf~ I 30.3 I 36.61 6.31 0.0 I 0.2 ¥ 0.91 1. 4¥ 0.3 ¥ 

これは，各距離帯に共通しているのがとくに顕著で

ある。その減少の理由は必らずしも明白でないが，

商業併用住宅の滅失，庖舗化，一時現在者のみの住

宅への転化，長屋建の滅失などが絡んでいるようで

ある。

③ 49rrf未満の増加は，各距離帯に共通しているが，

とくに1O~20km圏の増加が顕著で、あり，この地域で

のミニ開発建売住宅の急増と結びつけて考えること

ができる。

④ 100rrf~ 149rrfの増加は， 1O~20km圏以遠で見ら

れ， とくに 20kmを越えるとその増加数も顕著にな

る。また150~199rrfの敷地は， 20km以内ではほとん

ど増加できず，20kmを越え，とくに30均以遠でその

増加数が顕著である。 150~199m2 と L、う敷地規模

は，決して大きなものではないが，相当遠隔化しな

いと増加しないということである。

⑤ 200rrfを越える敷地は， 30~40初， 40~50km 圏で

増加を見せているが，その絶対数はかなり小さくな

り，300rrfを越える敷地の増加数は更に小さくなる。

⑥ 既に注意点として触れたとおり，外周部での大規

模宅地の増加は，新規編入市町村の影響を強く受け

るので，大規模敷地の実質増は表8に示すより更に

小さいと考えられる。外周部においでさえ，大規模

敷地の増加は非常に難しくなってきていると考えら

れる。

5. 京浜大都市圏における距離帯一戸建・長屋

建持家の敷地取得時期別，建築時期別分析

昭和48年および53年の住宅統計調査については，大都

市圏およびその距離帯別の「敷地取得時期別・建築時期

別の一戸建・長屋建持家の戸数と敷地面積」が，その未

刊行分の中にやや簡略化された形で集計されている。原

資料は，表9，表10に示すとおりであり，同様に距離帯

別の資料を得ることができる。これらの資料に対して，

既に 12.分析方法の骨子」で説明した分析方法を適用す

ることが，本項での課題である。

京浜大都市圏および，その距離帯別の資料は，既に考

察した全国計と異なり，昭和48年住調については，昭和

43年以前がまとめられており，最近5年間のみが，表9

~表 10に見るとおりの形でクロス集計されている。ま

た，京浜大都市閣の住戸数は，全国計より少なしとく

に距離帯別の集計では更に住戸数が少なくなるので，表

中の各欄の数値が不安定になり易いという難点もある。

しかし，これら二点の欠点は，既に説明した分析方法を

適用する上で決定的な障害となるものではない。全国計

における傾向を参考とし，若干の達観を加えることによ

り，これらの障害は克服できると考えられる。

表11は，京浜大都市圏距離帯計の一戸建・長屋建持家

の平均敷地規模を，表9と表 10から算出したものであ
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表9-1 京浜大都市圏の 1戸建・長屋建持家の

敷地取得時期別・建築時期別住戸数

(距離帯計〉昭和48年住調単位 1，000戸

(単位干戸)

48年住宅統計調
住宅の建築の時期

査依刊行分) 総数
問43年 昭44年 昭45年 昭46年 昭47年

附48~
以前 1-9)1 

敷総 数 2784.0 1971.2 164.5 175.0 170.8 184.9 116.7 

地 昭43年以前 2205.5 1853.9 91.7 80.9 71.7 63.5 43.5 

白 昭剖年 125.5 23.1 60.7 7.7 3.7 

攻 昭45年 121.8 21.6 5.51 山 18.7I 8.9 I 4.6 

君主 昭46年 118.2 24.4 

24 日弓 s
時 昭47年 135.8 26.4 2.5 I 2.9 I 7.6 I 82.2 I 14.1 

期I問(手1年、9月 74.4 20.0 一1.6一一」1一 43.9 

表9-2 京浜大都市圏の 1戸建・長屋建持家の

敷地取得時期別・建築時期別住戸数

(距離帯計)昭和53年住調単位 1，000戸

回年住宅統計調

査<*'刊行分〉 数

敷!総数I3264.51 2495.1 I 167.4 

地|醐年以前12619.81 23248 1 9ω 

のi 防相年I117.11 35.7 I 58.3 
取l 昭珂年 1 128.61 32.21 8.6 1 64.9 1 15.1 1 5.0 1 ω 

iL111lfillJ 
り，若干の数字の乱れはあるが，既に全国計について観

察された現象が，ほぼ同様の形で観察されよう。表11の

解説は，既に説明した表3とほぼ同じになるので，ここ

ではその詳説は省略し，各数値の水準は異なるが，表3

の観察結果と矛盾するところは無いことだけを指摘して

おくことにする。

次に，距離帯別の分析をおこなうにあたり，各欄の数

値が不安定になることを克服するために，便宜的な方法

として，表12に示すような統計欄の統合をおこなうもの

とし， A~Lまでのグループごとに住戸数と敷地面積合

計を求め， さらに各グループの平均敷地規模を算出す

る。なお，ここで， Aは総数， B， Cは建築時期別小計，

D， Eは敷地取得時期別小計であり， G， Hは敷地取得

先行型1， Jは建売分譲住宅購入型， K， Lは中古住

宅取得型と，おおまかに分類できるが，このことは既に

全国計について説明したのと同様である。この方針によ

表10-1京浜大都市圏の 1戸建・長屋建持家の

敷地取得時期別・建築時期別敷地面積

〈距離帯計〉昭和48年住調単位 1，000nl 
(単位千nl)

48年住宅統計調
住宅の建築の時期

査(未刊行分) 総数 以附43年前 l昭岨年 昭45年 昭46年 昭47年
昭咽年
1-9月

政総 数 641298.8 476.045.9 33.978.9 36，880.0 35，683 35，971.1 23，342.4 

地 昭43年以剖 555.153.4 459，1952 23，672 22A70.5 19，590.7 17.826.8 12，360.0 

の 昭44年 19，9唱9.8 3203，2 8.879 3206.0 1.900 1A51.5 648.6 

取 昭45年 19.152，7 3，094.6 

型詰得 昭46年 18282.8 3，559.3 

11与 昭47年 19，117.1 3，706.0 

閉(岨年期 1':'9 tl) 9，622.21 2.80紛

表10-2京浜大都市圏の 1戸建・長屋建持家の

敷地取得時期別・建築時期別敷地面積

(距離帯計〉昭和53年住調単位 1，000nl 

(単位千nl)

期
一

時
一

の
一

築
一

建
一

の

一

年
-

9

 

-

4

 

毛

一

昭

住
一
僻
前

昭
以

ー
数総

昭桝日笠い~
昭印年119~34.31 4，663.8 

昭51年121，08821 4，719.61 603 

昭臼年121，104.91 5日90.81

沼町51 3叫

り集計した，グループ別の住戸数と敷地面積合計が表13

と表14であり，丙表から各グループの平均敷地面積を算

出したものが表15である。

これらの表から読みとれる事象を，摘要表を作りつつ

整理すれば，以下のとおりである。

a) 一戸建・長屋建持家の動向とその新設・滅失・純増

関係

京浜大都市圏における一戸建・長屋建持家の動向は，

摘要表aー 1に示すとおりであり，昭和48年から53年に

かけて，距離帯計で48万戸の増加(純増〕である。距離

帯別では30~40km圏が18万弱で最大であり ， 0~10km圏

ではマイナス 1万2千戸程度となっている。これを摘要

表 aー 2の最近5年間(厳密には4年9ヶ月〉の建築時

期の住戸数と比較してみると，各距離帯における，新設

・滅失・純増の動向を観察することができる。厳密な比
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表11-1京浜大都市圏の 1戸建・長屋建持家の

敷地取得時期別・建築時期別平均敷地

規模(距離帯計〕昭和48年住調単位d

。ド位nI)

43年住宅統計調
住 宅白建築山時期

査(未刊行分〉 総数 昭以43 前年 昭叫年I昭45年 ti 昭46斗 昭訂年 I昭川岨年月

敷総 数 230.6 241.5 川 61 210.7 I 208.9 1 1附 200.0

地 昭43年以前 251.7 247.7 258.2 I 277.8 284.1 

の 昭44年 159.3 138.7 146.3 195.3 186.3 188.5 175.3 

耳え{ 昭45年 157.2 

監盟得 昭46年 154.5 145.9 I 125.3 I 113.0 I 150.2 I 187.8 I 194.1 

時 附47年 140.8 140.4 I 116-2 I 121.7 I 133.9 1 135.6.1 184.4 

期|附(桝1~9Y]Ji Im  140.5 I 11&4 I 128.4 I 132.3 I 115.6 I 126.2 

表11-2京浜大都市圏の 1戸建・長屋建持家の

取得敷地時期別・建築時期別平均敷地

規模〈距離帯計)昭和53年住調単位d

お年住宅統計調

査(未刊行分〕

住宅 の建築の時期

数同 数I224.3 I 236.1 I 20 
地|昭胡年以前|加8I 243.0 I 251.3 

u:出::::同出

(単位nI)

較を断念し，その概要を整理すると，表16のとおりにな

る。

表16によれば，新設率(昭和53年住調において最近5

年聞に建築されたもの/昭和48年住調戸数)がもっとも

高いのは.30~40km圏で‘約 4 割に達し，これに次いで40

~50伽閤. 20~30km圏. 1O~20km圏と続いている。最低

のo~10km圏では新設率が約 1!ljであるが，この圏域で

は，滅失(等〉率が14.5%と上回っているので，純増は

マイナスとなっているわけである。滅失(等〉は，単純

な滅失のほか，空き家化，貸し家化などの純減分も含ん

でいるので，厳密な滅失ではない。この滅失等を昭和48

年住調戸数で除して100倍したものが，滅失等率である。

この比率は. 0 ~10km圏， 1O~20km圏で高く，周辺に行

くに従って低下する傾向を示し，最低は30~40km圏の 9

%となって山、る。結果として純増率は， 30~40km 闘の

30.6%が最高となり， 40~50km圏の26. 5%. 20~30km関

表12 京浜大都市圏の 1戸建・長屋建持家の敷

地取得時期別・建築時期別分類概念図

fh昨年|干;日間
;:11-L「し----l-十」

A: 1戸建・長屋建持家総数 :B+C:D+E 
B:建築時期(住調実施5年前以前) : F+L 
C:建築時期(最近5年間:4年前~住調実施年〕

G+I+J+K+L 
D:敷地取得時期(住調実施5年前以前) : F+G 
E:敷地取得時期(最近5年間):H+I+J+K+L
F:建築時期(住調実施5年前以前〉敷地取得(住調

実施5年前以前〕

G:建築時期(最近5年間)敷地取得(住 1
|敷地先行

調実施5年前以前)
!取得型中

日:建築時期，敷地取得時期ともに最近5'1 お

年間(建築年>敷地取得年) ) -

建築時期，敷地取得時期ともに最近5

年間(建築年=敷地取得年)建売分譲

J :建築時期，敷地取得時期ともに最近51住宅購入

年間(建築年=敷地取得年一1)

K:建築時期，敷地取得時期ともに最近5

年間(建築年<敷地取得年一1)中古住宅

L:建築時期(住調実施5年前以前〉敷地|購入

取得〈最近5年間〉

M:建築時期，敷地取得時期ともに最近5

年間 :H+I+J+K

の20.5%が続いている。 1O~20km 圏では，純増等が 9.6

%であり，新設も盛んであるが滅失等も多いため，戸数

の増加が困難になっている。

摘要表 a-1において，距離帯計の敷地規模動向は5

年間で231から224までのマイナス7rreであるが，これを

摘要表 a-2の最近5年間建築分についてみると. 204 

から 186へのマイナス 18m2 となっている。新らしいも

のの規模流れ巾がとくに大きいと言える。距離帯別では

摘要表 a-l， a-2ともに， 外周部での縮小傾向が大

きくなっている。摘要表a-1によれば，新設率の高

い.20~50km濁における敷地規模縮小巾が大きく，とく
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m 2¥ 47仰例仰6，0刊，0刈0ω4…322沼2.21 4位引山1.1川1日5日1……71 臼 2イ6，071山1.81 

副 m……1臼m叫叫5臼則3.41 … 削……却引41

575.71 鈍則…m胤…6臼4.61 3鈍6.6ペ¥ 3 闘 :1 

1， 853. 91…21 3…39叫
51.3イl…81 刈 ω…51

川… 7ぺ 3.6ペ|ωω9.0¥ 

川 4…i叫 1閃 60l

叫 3川 0.81 …
司 1.6叫0低削州a幻川3バ¥ 0.9ペi利
川 16，372.71 刈 1倒 7.91

324.0 

25，996.3 

3，372.7 

fpl敷明男戸

…「
制

A 

B 

C 

D 

E 

F 

G 

H 

K 

L 

J 



a 
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敷地面積
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明
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表 14 昭和53年，敷地取得時期と建築時期による統合表制・…・京浜大都市圏距離帯別の 1戸建長屋建持家の住戸数と敷地面積
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冗

田

口
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表 15 敷地取得時期と建築時期による統合表制 議雄理想電器量l戸建・長屋建

昭和48年 昭和53年

計 0~10同10~叫20~3 E十 \O~叫1O~2
A制 231 126 179 224 279 357 224 127 173 216 259 330 

B 242 128 187 243 306 386 236 128 182 229 283 361 

C 204 114 154 186 233 295 186 116 140 176 200 248 

D 252 129 192 253 316 393 244 130 187 237 290 366 

E 150 97 126 139 169 206 144 84 113 138 160 186 

F 248 129 192 250 313 392 243 129 187 237 292 369 

G 273 125 191 269 327 397 251 135 186 239 274 349 

H 191 114 171 183 199 221 183 121 149 176 192 209 

I 141 86 115 128 159 196 140 86 109 137 154 175 

J 120 85 103 108 120 195 131 79 86 115 143 169 

K 123 64 105 106 132 216 125 33 93 126 147 152 

L 142 101 124 142 177 215 140 83 115 131 161 212 

注)A~Lの統合グループについては表12参照

km 

表 16 京浜大都市圏における 1戸建・長屋建持家の新設，滅失，純増の関係

距離帯計

片面滅

己.:J

o ~ lOkm 

10 ~ 20km 

20 ~ 30伽

30 ~ 40km 

40 ~ 50km 

同
「
l
i
l
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-
1

等
千
一
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3

7

u

↑

~

0

6

A

浩

司

A

}

C

O

@
失
一
担

5

u

-

6

52.6 

43.9 

戸
寸
1
1
1
1
1
1
1
L
i
l
-
-

増
千
一

5

9
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9

9

2

一

白

u

t

ム

民

U

凸
U

Q

U

月

's

ヘ

吋

ノ

↑

Q
U

唱
A

ヴ

1

9

“
n

i

1
ム

fυ
町、

-
a
q

咽

i

τ

i

τ

i

純

f亡、 1

新竺%¥

26.5 

滅失為〉率 1 

%1 

~ 
14.1 ¥ 

901 
:.:J 

wm 

率
G
増

治
刷
u

o占
mr

17.3 

- 3.2 

9.6 

20.5 

30.6 

(i):摘要表 a-2より 5年分に修正して算出， @:③とのより算出，の a-1表より抜粋，

の， @， 6l: (i)， @， 'aを昭和48年住調戸数で除し 100倍する。

に30kmより外では20ne以上の縮小となっている。また新

設分については，とくに40~50km圏の縮小巾が大きく，

47ne減となって 5年前の295neから，248neまで落ち込

んでいる。

次に摘要表 a-3による最近5年間に取得した敷地の

動向であるが，既に説明したとおり，住宅統計調査はあ

くまで住宅が調査対象なので，住宅が建たないかぎり，

購入された敷地が調査されないということに気をつける

必要がある。このグループの敷地規模がとくに小さいの

は，必らずしも購入された敷地全体の実態を表わすもの

でなく，また，住戸数も，敷地購入数より小さくなって

いる。ここでは同条件で集計された，昭和48年と53年の

数値の動向のみを比較することにする。敷地の取得は，

昭和48年(の直前5年間〉から昭和53年(の直前5年間)
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摘要表 a-1 1戸建・長屋建持家の住戸数と敷地規模等

Aの住戸数とその増減

(千戸〕

Aの平均敷地規模とその増減

(TTf) 

A: 1戸建・長屋建持家総数

Cの住戸数とその増減

(千戸)

Aの住戸数に対する Cの住戸
数の百分比(%)

Cの平均敷地規模とその増減

(1/の

A: 1戸建，長屋建持家総数

C:建築時期(最近5年間〉

Eの住戸数とその増減

(千戸)

Aの住戸数に対する Eの住戸

数の百分比(%)

Eの平均敷地規模とその増減

(TTf) 

A: 1戸建，長屋建持家総数

|距離帯計 I0~1伽 110~蜘[ 20~30km I 30~4 

昭和48年|乙784.0[ 442.5 

畔|四4.5[ 363.8 i 559.7 

48~53 必0.51 - 11.9 [ 117.2 

48年1 357 

53年1 330 

27 

橋要表 a-2 Cグループの住戸数，敷地規模等

距離帯計 I0 ~iOkm [10~蜘|却~蜘ヨコ5;-r 40~50初
昭和48年[ 811. 9 1 53. 2 [ 205. 8 1 20131 21221 139.9 

1釘 768.3140.4 1 177. 6 [ 177. 5 1------;;:991 153.0 

i化石下コ3.6[ - 12.81 - 28.2 1. - 23.8 [ 7.71 13.1 

48年| 31. 6 

畔| 23.5¥ 25.0 I 27.3 

48年| 295 

畔| 1761 248 

47 

檎要表 a-3 Eグループの住戸数，敷地規模等

|距離帯計io=胸 1 1O~20伽 120~30初 130~40ω140~50均
昭和48年| 85.3 

53年| 111. 7 

1. 1 I 26.4 

4昨 l 20.21 19.3 

53年( 21. 81 20.0 

48年i 206 

53年| 1ぉ| 186 

判一則二 11L-9(l -20  

E:敷地取得時期(最近5年間)
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にかけて増加傾向にあり，距離帯計で昭和48年の57万余

から64万余への 6万6千件増となっている。しかし，こ

の背後には建売分譲や中古住宅取得の棺対的増加が進ん

でいるので，敷地購入がそのまま住調にとらえられ易く

なっているという効果を見落してはいけない。次に，距

離帯別の動向では， 30~40初圏での敷地取得の増加が目
立っており ， 0~20km圏ではほとんど増加せず，また20

~30kmでもその増加数が僅小になっている。

購入された敷地の規模は，全体としては 6nfの減であ

るが，距離帯別では20~30初圏を除き，その縮小巾はは

るかに大きくなっている。全体として購入敷地の立地が

外周へと移動していることが，全体としての縮小を小巾

にとどめていると考えられる。購入敷地の規模が縮小し

ているのは，都心部と外周部に分かれ，中間の20~30初

闘で縮小しないのは，この地区での建売分譲，中古住宅

の敷地が拡大傾向を示していることによる。

b) 敷地取得先行型の動向

敷地取得先行型は，表12の F~Lの各グループの中で

は， F， G， Hの各グノレ{プの中に含まれていると考え

られる。この中でFグノレ{プは，分譲住宅購入，中古住

宅購入も一緒に含んでいるので，この場合の分析対象に

はならず，ここでは，建築時期が住調実施の 5年前以内

で，敷地購入が住調実施の 5年前以前のGグループと，

敷地購入が住調実施の 5年前以内で，建築時期が敷地購

入に遅れているHグループの二つについて考察すること

にする。

まず， Gグループで気をつける必要があるのは，この

中には敷地取得が非常に古く，最近の 5年間の新築は建

て替えであるものが相当数入り込んでいると考えられる

ことである。おそらく，この中では敷地を新規に取得し

て新築しているものより，建て替えしている方がかなり

多いのではないかと考えられ，この中から，新規に宅地

を取得した敷地先行取得型を抽出する直接的な手段はな

いのである。

次にHグル{プは，敷地取得時期が新らしいことから，

その大部分が建て替えではなく，仮りに建て替えとなっ

ていても，新規建設を目的とした中古住宅取得によるも

のであると考えられ，これを本来的な敷地取得先行型で

あるとしてよいであろう。このHグループの難点は，表

12の図示にも見るとおり，三角形のグル~ピングであ

り，統計概念として変則的なものとなっていることであ

る。本来このグループに入れるべきものと Gグループと

の境界の切り方が統計資料の都合だけによって決まって

いると言わざるをえないのである。

さて，摘要表b-1とb-2にみるとおり，この両グ

ループは，同一範鴎に属しながら，際立った対照を示し

ている。先づ住戸数では，昭和48年から昭和53年にかけ

て， G， Hいずれのグループも減小傾向を見せ，実数で

は， Gグループが35.1万戸から29.4万戸へ5.7万戸減(16

%減)， Hグループが11.2万から7.5万戸へ3.7万戸減(33

%減〉となり，比率(最近5年聞に建築されたものに対

する比率 :Cグループに対する百分比〉では， Gグルー

プが43.3%から 38.3%へ5ポイント減， Hグループが

13.8%から 9.7%へ4ポイ Y トの減となっている。敷地

取得先行型の後退が顕著であり，とくにその中で建て替

えを除いたものの後退傾向の強さを表わしている。

次にこれを距離帯別に観察すると，両グループの差は

歴然とし， Gグループは都心に近い 0~10初薗あるいは

1O~20km圏に多く， Hグループは，外局部で多くなって

いる。最近5年聞に建築されたもの (Cグループ)に対

する比率でみると， Gグループは， 0~10km圏で67.5%

(昭和48年〉の高さに達しているが，これにHグループ

の6.8%を加えると， 74.3%が敷地先行取得型であると

いうことになる。 O~lOkm圏における Gグル{プの大部

分は建て替えであろうと考えられる。

G グループの (Cグループに対する)比率は，昭和48

年の場合，20~30km閣で最低となり ， 30km以遠では増加

に転じているが，その理由は，外周へ出るほど， Gグル

ープの中での建て替えの比率が低下していくことによる

と思われる。つまり，建て替えを除く敷地取得先行型の

比率は， Hグノレ{プの距離帯別分布を見てもわかるとお

り，外周へ出るほど高くなるはずであり，その効果が，

建て替えが外周へ出ると減少する効果に打ち勝って， G

の比率全体としては， V字型の傾向を示したものと考え

られる。このGグループの比率のV字型の谷は，昭和53

年では，30~40km圏へ移動しているが，これも建て替え

を除く敷地取得先行型の後退が強まったことによると考

えられる。

次に，これらの平均敷地規模の動向を観察すると， G
グル{プは敷地取得時が古いだけに， Hグループより大

規模になっているが，その格差は距離帯の外へ行くほど

大きくなっている。 o~10km圏ではその差は 1 割前後で

あるが， 40~50初圏では 2 倍に近い差となっている。

しかし， Gグループは，全体としては縮小傾向を示し，

とくに外周部での縮小率が高く，内部に近づくほど，そ

の縮小巾が滅小し， 0 ~10km圏に限っては，逆に増加に

転じているのが注目される。この例外的な敷地規模拡大

は， Gグループ内における建て替え比率の増大(建て替

えの方が新規敷地取得より規模が大きいと考えられる〉

によると考えられるが，同時に， Hクソレープの o~10km 
留の敷地規模も拡大しているので，この地区に限っては，

敷地購入者の高所得化，居住水準向上意欲などから，敷

地規模が拡大する傾向が出はじめていると考えられる。

Hグル{プを見るとわかるとおり，最近5年聞に敷地を

取得したものの敷地規模は， Gグループに比して，距離
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摘要表 b-1 敷地取得先行型(建てかえを含む)Gグループの住戸数，敷地規模等

1距離帯計 IO~胸 i川1O~20伽 i 却~3鈎0均 i片30~40伽 1 4
5日5 l 問叩」昨昨l 矧 3引1 35叫9引 8釘7.6引1 7河6.0川 86.51 6刷

:云i G叫の吋住悶班とそ吋の晴増滅(向 i仁二主Lf竺1竺L竺6iげ 67日51 削 77.4引l亙瓦示

14ト 53 I -57. 1 1 - 12. 3 1 - 20.1 1 -~ 5 1 - ~11---=~ 
48年 43.3I 67.5 ¥ 42.6 I 37.8 ¥ 40.8 i 46.8 Cの住戸数に対するGの住戸 <>o--r- "'....u I UI...， I ..JI.O 1 ":I:v.o 1 

数の百分比∞ ! 日年 1 3ぷ 58.4 I 38. 0 1 36. 3 1 35. 2 I ω o  

( 必年 2731 125 I 191 I 2673271 397 
G の平均敷地規模とその増減 _~ ~ I ~_. I . ~_ I . ~_ I ~__ I __.  I 

53年 251I 135 I 186 I 239 I 274 I 349 
(nの--~ I ~-- I --- I __V I _..  I 

4ト 53i- 221 101- 51- 201- 531 -必

C: :最近5年聞に建築された 1戸建，長屋建持家

G:建築時期(最近5年間)，敷地取得(住調実施5年前以前〕

摘要表 bー2 敷地取得先行型Hグループの住戸数，敷地規模等

1距離帯計 1O~蜘 11ト蜘 120~30ω130~40均 140~50
|昭和畔 1 111. 8 1 3. 6 I 盟 1i 剖 61 幻 91 田 7

Hの住戸数とその増減(千戸) 53年( 九 8I 2. 4 I 13. 4 I 山 23.21 20.0 

4N31-370;-121-1271-89i-107[ 一 3.7

Cの住戸数に対するHの住戸 48年 i 6.81 1601 16.9 

数の百分比(%)
53年| 13.1 

48年 i 191 I 221 

年年Hの平均敷地規模

(nf) 53年 1 209 

11 

C :;最近5年聞に建築された 1戸建，長屋建持家

H 建築時期，敷地取得時期ともに最近5年間(建築年>敷地取得年)

帯の格差が少なく，その格差は，昭和48年から53年にか

けて，更に縮小傾向を示している。このことは，敷地を

はるか前に取得したGグループの距離帯格差が大きし、こ

とと対比しても，長期的に取得敷地規模の距離帯格差が

縮小しているを表わしていると言えそうである。

こういった敷地規模縮小傾向の背後には，大都市閣の

地価の高騰と，その高地価帯の拡大が強く作用している

と考えられ，これが敷地取得先行型持家取得の成立を困

難にし，またそのメリットを減少させていると言うこと

ができるであろう。

なお， Hグループの敷地規模の縮小が，10~20km圏に

おいて特に大きくなっているが，その住戸数の半減と対

照してみるとき， 0 ~10km圏では不可能に近い，敷地先

行取得型が， 1O~20klll圏においても，非常に困難になっ

ていることを表わしているのではないかと考えられる。

c) 建売分譲住宅購入型の動向

建売分譲住宅購入型の持家取得はグループと Jグ

ループ.の中に入っていると考えられ，それぞれ摘要表 c

-1， c-2に示すような動向となっている。

建売分譲住宅購入型は，住宅の土地費用と建築費用が

同時発生することなどから，敷地規模は，敷地取得先行



島田:京浜大都市圏における一戸建・長屋建持家の敷地規模と住宅取得パターンの動向 43 

摘要表←1建売分譲住宅購入型Iグループの住戸数，敷地規模等

(距離帯計 10~1O初\ 1ト20伽 120~30伽\ 30~蜘 lω~蜘

Iの住戸数とその増減

(千戸)

Cの住戸数に対する Iの住戸
数の百分比(%)

Iの平均敷地規模と

その増減 (rrf) 

昭和48年|

畔 1

48年 1

畔|

48年|

53年|

C:最近5年聞に建築された 1戸建，長屋建持家

81. 61 87.91 

83.81 8竺j
2.21 - 4.1 1 

却 7門司
瓦訂:司
1151 1281 

1091 日71

691  

46.0 

61. 7 

15.7 

32.9 

40.3 

196 

175 

21 

1 建築時期，敷地取得時期ともに最近5年間(建築年=敷地取得年〉

摘要表 c-2 建売分譲住宅購入型Jグループの住戸数，敷地規模等

距離帯計 IO~胸 l川1O~却伽|同20~30伽|片30~ω州伽 lω~印

1何昭和側必畔年引 25.1川 0.8引 65引 8.4引 6.4引
1 

Jの住戸い増減問 1f 29.91 巳ト 56 i 8. 7 ¥ 13. 2 1 

|N3i48l02i-09l03J681  

Cの住戸数に対する Jの住戸
数の百分比 C%)

48年 3.1 I 1. 5 I 3. 2 I 4. 2 I 3. 0 1 

日年 3.91 2.73.2¥ 491 6.0¥ 

4昨 1判 85lli下づ叫 120 I 

1の平均敷地規模とそのでう〕 二司 131 1 791 86 ¥ 1叫 ω|  

… (48~53 1つ訂- 6 L -171 7 I 231一部

C:最近5年間に建築された 1戸建，長屋建持屋数

J :建築時期，敷地取得時期ともに最近5年間(建築年=敷地取得年一1)

型より小さくなりがちであり，しかもその住戸数が相対

的に増加傾向にあることが，大都市圏における一戸建・

長屋建持家の敷地規模平均値を押し下げる効果を与えて

L 、る。

Iグループの中には，若干の敷地取得先行型が混入し

ている可能性もあり. Jグループよりやや敷地規模が大

きくなっているが， データ数の少ないことによる両表

(とくに jグループ〉数値のあばれを達観してみると，

両者の動向はほぼ同ーの傾向を示していると言えよう。

全体として分譲住宅購入型は相対的に増加傾向にあり，

その比率の増加は全距離帯にわたっている。またこのグ

ループの特色は. ¥， 、ずれの距離帯についても，相当の比

率を示しグル{プが O~lOkm留においても，昭和48

年で23.1%.昭和 53年では 30.4%にまで達しているの

は.Hグループがo~10km圏で僅小になっていることと
対照的である。 o~10km圏では敷地先行取得型は困難で
あるが，分譲住宅購入型はまだ可能だということであ

る。もっとも，その平均敷地規模は86rrfと極めて小さく，

非常に小規模なものが含まれていることに問題がある。

1O~20km圏における敷地規模の縮小はし J両グループ

に共通しており，これは前記のHグループの動向とも一

致するので，この地区における新規の一戸建持家取得の

困難を象徴していると言ってよいであろう。1O~20km閣

は，いわゆるミニ開発建売りの集中した地区である。
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表 17 1グループの分譲年次別敷地規模の動向

数一戸 平均敷地規模(敷地取得年=建築年〉
(nf) 

河口5311jこ;同-gE| 認z1 5下「1;z 48.1~9 
53.1~9 

48 年| 146 146 150 135 126 
距離帯計

140 153 146 139 133 131 

48 年 1 86 86 97 80 83 84 
o ~10km 

86 99 86 84 86 78 

48 年 | 115 121 119 125 109 100 
1O~20初

109 121 114 108 106 103 

必年[ 128 135 129 135 119 122 
20~30km 

53 年| 137 149 141 136 129 134 

159 166 165 162 154 146 
30~40km 

53 年| 154 162 154 157 148 148 

48 年 1 196 197 210 218 190 160 
40~50km 

53 年| 175 188 190 170 165 159 

1 :建築時期，敷地取得時期ともに最近5年間(建築年=敷地取得年〉

また，20~30km圏における敷地規模の拡大が， 1. ] • 

両グループに共通して観察されるが，これは，全体に敷

地規模の縮小巾が外局ほど大きくなる傾向の中で特に目

立った現象であると言えよう。その理由は必らずしも明

らかでないが，ひとつの仮説的な説明して考えうるのは，

この地域での分譲住宅購入者の階層が 5年の間に大巾

に上方にシフトしたのではないかということである。つ

まり ，20~30km圏における分譲住宅購入者は，昭和48年

頃まではかなり低所得層であったものが，それ以後では

都市圏全体の敷地取得先行の困難から，これを断念して

小規模分譲住宅を購入したり，マンションに居住してい

た階層が，どうしても土地付住宅を実現したいというこ

とで，この地区の一戸建分譲住宅購入に走ったので、はな

いかと考えられる。このほか， ミニ開発規制を目的とす

る指導要綱の普及の効果も考えられるが，その効果を分

離抽出することはできなL、。

Jお，表17は グ ル ープの平均敷地規模紛糾次

(=敷地取得年=建築年〉別に分解して比較したもので

ある。この表で注目されるのは，すでに全国計の対角線

欄について観察したのと同じ現象，つまり，時間の経過

とともに，同一年に分譲されたものの中から小規模なも

のが転売されたり，空家化，貸家化し，平均規模が拡大

していくとL、う現象がみられることである。これは，次

項の中古住宅の取得の動向と絡む問題であり，相互に矛

盾のない現象として説明することができる。

d) 中古住宅取得型の動向

中古住宅取得は， F， K， Lの各グループの中に入っ

ていると考えられるが， Fグループは他の型との混在の

ため，ここでの分析の対象にはし、れないことにする。 K

グループは，最近5年間に建築されたものの中から，わ

ずかの期聞に転売されたものが多いと考えられるが，同

時にミニ開発住宅などの売れ残りが含まれている可能性

があるので，必らずしもすべてが中古住宅とは言えない。

また，このグル{プは各欄の絶対数が少ないうえ，統合

される欄の数も少なく，安定した数字が得にくいことが

分析上のひとつの障害である。また， Lグルーフ。は，建

築時期が5年以上前で，最近の 5年間に敷地が取得され

たものであるから，明らかに中古住宅であると考えられ

る。戸数が多いので分析上は扱い易いのであるが，この

中には，少なからず併用住宅が含まれているため，専用

住宅としての傾向が撹乱されていると考えられる。専用

住宅だけについても分析可能なのであるが，本稿では，

摘要表d-1，dー 2の限りで，併用住宅も含めた分析

をするまでにとどめておくことにする。

K， L両グループともに，住戸数は増加傾向にあり，
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摘要表 d-1 中古住宅取得型， Kグループの住戸数，敷地規模等

i i距離帯計 10~10均 1 1O~加伽 120~30伽 1 3ト蜘 140~50km

Kの住戸数とその増減

内乱 13.0 1 O. 9 1 3. 6 1 4. 2 1 可 -1-1.5 

(千戸) 53年!幻 51 1 71 ~41 ~11 59し竺
48~53 1 14. 5 1 O. 8 1 3. 8 1 o. 9 1 2. 9 1 

Cの住戸数に対するKの住戸
数の百分比(%)

必年 1.61 1. 7 1 1. 7 I 2. 1 1 1. 4 I 1. 1 

53年 3.6 1 4. 2 1 4. 2 1 2. 9 1 2. 7 1 

4昨 1231 叫 1州 1州国 i 

Kの 平均敷地規模 とそ の? ?〉 「両 125i 可 田 -1-~1;61--1ム[寸瓦

21 - 31 1 - 121 

C:最近5年間に建築された 1戸建，長屋建持家

K:建築時期，敷地取得時期ともに最近5年間(建築年<敷地取得年一1)

摘要表 d-2 中古住宅取得型， Lグループの住戸数，敷地規模等

!距離帯計 IO~胸 1 1O~却均 120~蜘 130~40初 |ω~蜘

昭和畔[ 出 5i 11.0 

Lの住戸数とその増減
53年| 19.9 

(千戸)

8.9 

Eの住戸数に対する Lの住戸 必年| 12.9 

数の百分比(%) 17.8 

215 

Lの平均敷地規模とその増減
田年 14 212 

(nf) 

3 

E:最近5年間に敷地を取得したもの

L:建築時期(住調実施5年前以前)，敷地取得(最近5年間〉

Eグループ(最近5年聞に敷地を取得したもの〉に対す

るLグループの百分比でみても，昭和48年の20%から，

昭和53年の26%へ増加し，これにKグループを加えれば

その比率は， 22%から，30%への増加ということになる。

中古市場のウエイトは徐々に高まっていると言ってよい

であろう。これを距離帯別に見ると，当然のことながら

中古住宅の比率は都心部に近いほど高く，外周へ出るほ

ど低くなる傾向を見せている。昭和48年では， Eに対す

るLの比率でみて， 0 ~lOkm圏で52.5%であるのに対し，

40~50km圏では12.9%となっている。この傾向は，昭和

53年になるとやや変化し， 0 ~10km圏の52.5%はまった

く変化しないのに対し，その外側の地域でこの比率が急

増し， 1O~20初圏では26.4~ぜから31. 4%へ 5 ポイントの

増加，20~30km圏では16.1%から27.2%へ11ポイントの

増加，30~40km圏では13.2%から21. 5%へ 8 ポイントの

増加となって，20~40km圏での増加傾向がとくに目立っ

ている。中古住宅取得型の増加は，主として，その市場

の外延的拡大に依存していると見ることもできょう。

中古住宅の敷地規模は小さく，とくにKグループは，

分譲住宅並みの低水準にある。 Lグループは，建築時期

が古いだけに， Kグループよりは大きくなっているが，

距離帯計でも 140前後であり，やや縮小傾向にある。距

離帯別では，外周へ出るほど大きくなる傾向があるが，

40~50km題でも:Z1O:台であり，その水準は低い。各距離
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帯の規模が縮小している割には，全体としての縮小がな

いのは，中古市場が全体として外延的拡大をし，多少と

も規模の大きい方へシフトしているためで、ある。

6. まとめ

大都市圏における一戸建・長屋建住宅の敷地規模の動

向については，相反する二つの常識的な見方がある。す

なわち，第一の見方は，所得水準が向上し，人々の住居

水準向上意欲が強いことを背景として，都市圏が拡大し，

人口が外へ移動しているのだから，敷地規模は当然，拡

大している筈であると考える。また，第二の見方では，

地価が上昇し，人々の住宅取得能力は，これに追いつか

ないから，敷地規模は小さくならざるをえないし， ミニ

開発分譲住宅の急増などを見れば，敷地規模の縮小は急

速に進んでいる筈であるということになる。概して全国

計では前者の見方が該当し，大都市圏では後者の見方が

該当すると言えるが，実態としての敷地規模の動向は，

上記二つの常識的見解のうち，片方だけが正しいとL、L、

うるほど単純ではない。

例えば，大都市圏全体としてみれば敷地規模の縮小は

微小であるが，これを距離帯別に観察すると，各距離帯

の敷地はそれぞれかなりの縮小巾を見せているというこ

とが観察される。これは，一見矛盾した現象のように見

られるが，人口が郊外へ転出し，外周の住戸数が相対的

に増加することの効果によって説明が可能になる。

また敷地規模は，その敷地あるいは住戸の取得方法の

差(敷地取得先行か，分譲住宅購入か，中古住宅取得か

など)によっても，その水準と増減の動向が異なってお

り，敷地取得先行型の後退傾向が全体としての敷地規模

の縮小を促進しているということも観察される。

本稿の中心部分は，昭和48年と昭和53年の二時点の住

宅統計調査の「敷地取得時期別，建築時期別の一戸建・

長屋建持家の住戸数と敷地面積」にかんする資料の分析

であり，とくにその京浜大都市圏の距離帯別資料(未刊

行分)を利用して，敷地取得時期と建築時期の関係から

持家取得を三つのパターン(敷地取得先行，分譲住宅購

入，中古住宅取得〕に分類し，それぞれの住戸数と敷地

規模の動向の把握をおこなっている。全体として，敷地

規模の縮小傾向が観察されるが，距離帯別では外周部の

縮小巾が大きくなる傾向がとくに顕著であること，中古

住宅取得および分譲住宅購入の敷地規模がとくに小さい

こと，敷地取得先行型の成立が外周部においても次第に

困難になってきていることなどの一般的傾向のほか， 20 

~30km圏における分譲住宅購入型の敷地規模の拡大 O~

lOkm闘における敷地規模の縮小停止傾向などの特異な現

象も観察されている。

大都市圏の住宅地の未来は，こういった敷地規模の動

向を基礎として形作られるわけであり，その背後には，

根強い一戸建持家志向が作用しているのである。大都市

圏における，こういった動向には，若干の変化の兆しが

見られるもののその変化はきわめて緩慢であると言わざ

るをえない。

THE CHANGE OF THE A VERAGE LAND AREA OF PRIV ATEL Y OWNED 

DET ACHED AND TENEMENT HOUSES IN THE KEIHIN METROPOLIT AN 

AREA AND ITS RANGES OF DIST ANCE 

Analysis using Statistical Table of Detached and Tenement Houses by the 

Year of Obtaining Ground and the Year of Construction， 

1973 & 1978 Housing Survey of ]apan 

Ryδichi Shimada 

Center for Urban Studies， Tokyo Metropo1itan University 

Comprehensive Urban Studies， No. 15， 1982， pp. 25-47 

The average land area of privately owned detached and tenement houses is very smal1 in ]apan， 

especial1y in major metropolitan areas. The average size of such dwellings in al1 of ]apan was 

293m2 in 1973 and 299m2 in 1978， including countryside farm-houses. In city districts， the average 

size was 253m2 in 1973 and 259m2 in 1978. Moreover， in the Keihin Metropoliten Area， those 

figures were much less， that is， 203m2 in 1973 and 206m2 in 1978， which made only a 3m2 



島田:京浜大都市簡における一戸建・長屋建持家の敷地規模と住宅取得パターンの動向 47 

mcrease. 

Whereas， in most ranges of distance of Keihin Metro Area these figures are decreasing. The 

average size in O~1Okm sphere shifted from 12日5to 127 in the five years. 1 t shifted from 179 to 

173 in 10~20km， 224 to 216 in 20~30km， 279 to 259 in 30~40km， 357 to 330 in 40~50km， 

that means a greater decrease in the outer range of the distance. The conflict between the whole 

metro area and each range could be explained by the movemnt of people to outer areas. 

These changing tendencies of land area of privately owned detached and tenement houses 

can be analysed more precisely by c1assifying these into 3 groups， using statistical tables of these 

houses by the year the land was obtained and the year of construction. 

G : Houses where the year the land was obtained dates before the year of construction. 

1 : Houses where the year the land was obtained is the same as the year of construction. 

K : Houses where the year the land was obtained dates aftef the year of constrution. 

In ]apan， G type is thought by the people to be the best (method of obtaining a house). 

Actually its average land area is larger than the other types. However， because of very high 

land prices in the Keihin M. A" G type is now decreasing gradually， whereas the other two types 

are increasing. At the same time， the lot size of this type is decreasing fairly rapidly， especially 

in the outer range of distance. In recent years， most people can get this type of house only in 

30~50km ranges. 

1 type sold by the builder is now increasing in number gradually and is being constructed in 

each range of distance. However， the land area of this type is smaller than that that of G type. The 

average land area of this type was 86m2 in O~1Okm range， 109m2 in 1O~20km range， 137m2 in 20 

~30km， 154m2 in 30~40km， 175m2 in 40~50km， in the last five years before the 1978 Housing 

Survey. These figures are also decreasing gradually. 

K type is the purchase of second.hand houses. 1t is sti11 small in number in ]apan， but is 
also increasing gradually， especially in the inner range. However， the average land area of this 

type is only around 125m2 in the entire Keihin M. A. 

As a conclusion， in spite of the people's hard struggle for larger detached houses， their 
realization is becoming more difficult and the average land area is becoming gradually smaller. 

Such situation of the preseut housing market in Keihin M. A. wi11 produce a serious problem 

in th巴 future.


